蓄積過程における均衡の概念: 表式と現実 : 高木恐慌論によせて by 海野 八尋
蓄積過程における均衡の概念;表式と現実
－高木恐慌論によせて－
海野八尋
序
Ｉマルクスの再生産表式における均衡
Ⅱ均衡的部門構成の概念
Ｌ部門構成の範囲
２部門構成の「均衡値」
３．均衡的蓄積率比
４．部門構成の動態的変化
５．蓄積率の変化と不均衡一「均衡蓄積」論争
６．不均衡の動態
Ⅲ「動態的均衡条件」と「静態的均衡条件」の概念
序
1985年に体系的な恐慌理論研究の成果を発表した高木彰は幾つかの命題を
提出している〔１〕・その後の時間の経過にもかかわらずこれらの命題は諸研
究者によって充分検討ざれいない。しかし，この状況は提出された命題の重
要性の欠如を示すものではない。われわれは彼の提出した命題の多くのもの
について賛成できないが，提起された問題についての議論は重要と考え，以
下その命題の検討にかかる。
高木は次のような命題を提起している。
１．動的均衡条件：拡大再生産の均衡条件を規制する部門構成
「資本制生産の勤学経路の問題とは，部門構成が蓄積率（高木の場合は
蓄積価値部分と剰余価値の比率）の変動によって如何なる変化を惹起して
いくのかということに還元される」。拡大再生産の均衡条件には一時的な
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もの（「通説的立場」とされる）と動的なしのとがある。重要なものは
「動的均衡条件」であり，それを満足させる部門構成である（〔’〕，Ｐ１３
ａｐｌ３７）。
２．第１部門の蓄積率の優先的決定：両部門蓄積率決定関係
マルクスの第１部門蓄積率の優先的決定は単なる技術的な手続きではな
く，社会的総資本の独自の運動に関する想定である。但し，再生産表式か
ら蓄積率の決定関係を決めることはできない。しかし，資本主義において
は生産手段部門の蓄積率が「独自的・先行的」に決定される。生産手段の
社会的所有制の下では逆に第１部門の蓄積率が従属的に決定される（ｐ１３
ａｐｌ４５）。
３．生産と消費の矛盾の概念理解
「生産の無制限な拡大傾向に対して消費の過小性との間に矛盾が存する」
（pl54)。
４．成長率の長期鈍化傾向
長期的には有機的構成の高度化により成長率は低下していく（pl68）。
５．貨幣賃金による利潤率規定
利潤率を規定するのは貨幣賃金であって，実質賃金ではない（pl85）。
６．貨幣賃金の循環的運動
貨幣賃金は好況｢iii半は不変，後半に上昇する（pl85）。
７．好況期の物価と利潤率の運動
iil半：IDI＞IP2，ノ)'/＞P2／；ハ｣二外）･2上昇。月I＞Hr2（ここでＰは物価，
’･は利潤率,ｇは生産成長率Ⅲ添字は部門を示す｡各々価値次元範畷である)。
後半：ｐ'上昇，ノ)2不変。このため第２部門用生産手段の需要低下が生
じ，それが生産手段需要全体を減少させていく（pl9O）。
８．「供給過剰のiII能性」
第１部門の自立的発展が供給過剰を引き起こす。第２部門用生産手段生
産部'１１，第２部IMI（生活手段生産部''11）で供給過剰は起こらない（pl93，
ｐｌ９９）。
９．供給過剰と恐慌との区別
「好況過程の供給過剰」と第１部''1］（生産手段生雌部''１１）の自立的発展
－５０
が供給過剰を引き起こす。その供給過剰は縮小再生産をもたらすが，恐
慌を意味しない（pl93）。
10．資本過剰と蓄積の関係(1)
供給過剰（「商品の過剰」）になっても蓄積は止らず，「資本過剰」に
なるまで続く（ｐ195,ｐ200）。
11．資本過剰と蓄積の関係(2)、
資本過剰でも蓄積は止らない。利潤率が一般的利潤率以下になる資本過
剰段階（「第１段階」）では蓄積は止らない。利潤量が絶対的に減少する
「資本の絶対的過剰生産」が生じると蓄積は止ろ。負の利潤の発生による
再生産停止。市場価格の費用以下への低下（p20ap205）。
12．恐慌の契機と発生経路
直接の契機は生産手段価格上昇→生活手段部門の費用上昇→同部門の利
潤率低下→生活手段部門の蓄積停止→生産手段部門の需要低下→同部門の
利潤率低下→生産手段部門の蓄積停止→全般的恐慌。
13．貨幣賃金による「景気の底」規定。
実質賃金の下限が循環の上限を規定することはない。景気の底は貨幣賃
金によって限界付けられている。貨幣賃金率の下限が縮小再生産過程の進
行を止める。社会が生きていくためには一定の人間の生存を確保するため
の消費財，生産財が最低限必要だから。
貨幣賃金の下限が第２部門の下限を規定し，これが第１部門の下限を規
定する（ｐ210）。
１４．技術革新の時期は恐慌期
革新投資は競争が激しくなる恐慌期に集中。不況末期には改良・革新投
資は終了している。不況末期の革新・改良更新集中説は誤り。好況期前半
は旧技術に基づく投資であり，この時期の革新投資は例外。恐慌期に社会
的生産力は低下，革新投資を行なった資本が生産力を上昇させⅢ生残る
（ｐ207,ｐ213）。
16．恐慌の役割：固定資本の更新
恐慌によって革新投資が強制されるが，そのは多くは固定資本の補填部
分の更新である（ｐ207）。
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17．景気回復の経路
不況期は生産水準は低いが過剰生産力がほとんどないので，僅かな需要
回復で価格，利潤率が上昇，生産財需要が回復｡ｐ２－定。山,ｐ'低下。故
にγ2上昇→第２部門投資開始，第２部門用生産手段需要増加→生産財需要
全体の増加→第１部門内の蓄積需要増加（ｐ210）。
以下，本稿では主に提出された第１，第２の命題について論じる。
Ｉマルクスの再生産表式における均衡
周知のようにマルクスは財を生産手段，生活手段に区分するという視点か
ら社会的総生産を生産手段部門，生活手段部門に二分割し，また生産物の価
値を不変資本価値，可変資本価値，剰余価値部分に三分割し，再生産を保証
する部門間の関係を価値次元で明らかにした。実は次に述べるように，マル
クスによって示された価値次元の均衡条件はわれわれが通例用いる需給均衡
の概念とは異なるものである。以下マルクスの展開を需要と生産（供給）範
鴎を区別しながら跡付けよう。
一国の生産された富は使用価値形態で存在するが，その価値的大きさは労
働時間または価格で表示される。
ＷＦＣ】＋１１１ （１－１）
Ｗ２＝Ｃｌ＋１１２ （１－２）
但し，ｗは商品価値総額，ｃは不変資本価値額（減価償却部分，物的費用），
nは価値生産物（純生産，付加価値，国民所得）。添字はそれぞれ生産手段
部門，生活手段部門を示す。
価値雄産物から労働力価値に等しい価値部分が労働者へ支払れるので，こ
れはマルクスが示したように次のように表示され得る。
Ｗ】＝Ｃｌ十Ｖ】十Ｍ】 （１－３）
Ｗ２＝Ｃ2十Ｖ2＋雌（１－４）
但しＶは可変資本価値相当分りＭは剰余価値相当分を示す。添字は部門。
拡大再生産のために供給の一部は追加的生産手段（Ｍと），追加的生活手
段（Ｍ,）つまり投資元本として確保されねばならない。残りが資本家の個
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人的消賢予定分（Ｍｋ）である。そうした部分を価値表示すれば，
Ｗ１＝ｃ，＋Ｖ,＋Mb1＋Mv1＋Mk1 （１－５）
Ｗ２＝Ｃ２＋Ｖ２＋Ｍｂ２＋ＭＶ２＋Ｍｋ２ （１－６）
他方貨幣で示される需要の方は
、1＝Ｃｌ′＋ＭＵ′＋Ｃ２′＋Ｍｔ２′ （１－７）
、2＝Ｖ１′＋ＭＷ＋Mkl′＋Ｖ２'.＋Ｍ'2'十Ｍk2′ （１－８）
第１部門に対する需要は両部門の補填需要（ｃ'）と不変投資需要（雌）
からなる。第２部門に対する需要は両部門からの現役労働者と追加労働者の
消費需要（Ｖ'＋Ｍ,'）および資本家の消費需要（Ｍｋ'）からなる。各商品
に投下された労働量とそれぞれの商品購入に用意された貨幣の生産に投下さ
れた労働量は等しい（価値的一致）。
両部門の生産と消費，供給と需要の総額が価値的に一致すれば（仮定１）
交換は素材的にも過不足なく進行する。つまり
Ｗｌ＝０１ （１－９）
Ｗ２＝、２ （１－１０）
が順調な拡大再生産（経済成長）の条件となる。そこで（１－５）式と（１
－６）式をそれぞれ（１－７）式，（１－８）式と等置すると，
Ｃｌ＋Ｖ１＋Ｍｂｌ＋Ｍｖｌ十Ｍkｌ＝Ｃｌ′＋Ｍｄ’十Ｃ２′＋Mc2′ （Ｉ－１Ｄ
Ｃ２＋Ｖ２＋Ｍｂ２十ＭＶ２＋Ｍｋ２＝Ｖｌ′＋Ｖ２′＋Mvl′＋Ｍｖ２′千Ｍkl′＋Mk2／
（１－１２）
いまＣ,＝Ｃｌ，Ｍｃ,＝Ｍｂｒと仮定し（第１部門用生産手段の需給一致：
仮定２），両辺を整理すると（１－１１）式より
Ｖl＋Ｍ･'＋Mkl＝Ｃ２'＋Mc2／（１－１３）
さらに第２部門の被雇用労働者用消費財の需給一致（Ｖ２＝Ｖ２/），追加労
働者用消費財の需給一致（Mv2＝Mv2'），資本家用消費財の需給一致（Ｍｋ２
＝Ｍ２'）と仮定すると（仮定３），（１－１２）式より
Ｃ２＋Ｍｂ２＝Ｖｌ'＋Ｍｖ]′＋Mkl′ （１－１４）
C2'十Ｍと2'＝Ｖｌ'＋Mvl'十Ｍk「と仮定すると（第２部門の生産手段需要額
と第１部門の消費財需要額の一致：仮定４）
Ｃ2十Ｍ６２＝Ｖ】＋Ｍ'’十ＭＭ (１－１５）
－５３－
この(15)式こそマルクスが明らかにした拡大再生産の均衡条件である。つま
り第２部門で生産された一定量の生活手段の価値額と第１部門で生産された
一定量の生産手段の価値額とが一致すること，しかもこれは生産次元での＿
致であるから事前的一致であることが順調な再生産の必要条件となる。さら
にこの式を導いた仮定から第１部門に対する第２部門からの需要、12＝Ｃ２'
+Mc2と第２部門に対する第１部門からの需要、21＝Ｗ＋Mvl'＋MkI′が
等しいことが判る。逆にいえば、12＝此】が成立することによって（１－１５）
式が成立する。
通例マルクス経済学においては（１－１５）式の成立が決定的なこととして
語られているが，この条件はわれわれが示したように幾つかの仮定を設けた
うえではじめて成立する条件であり，仮定が成立しなければあり得ない厳し
い条件と言える。つまり(15)式はまず両部門の商品が価値（または生産価格）
通りに売れること（つまり他人の商品を価値通りに買い，自分の商品を価値
通りに得る）を前提し（仮定ｌ），さらに部門内の取り引きにおいて価値通
りの交換の成立すること（仮定２，３，４）を条件とする部門間の関係であ
る。これらの仮定によって貨幣の過不足ない還流（貨幣投入者の手元への同
額の貨幣の還流）が導かれる。だから(15)式自体で順調な拡大再生産の条件
がすべて語られるというわけにはいかない。厳密にいえば第１部門用生産手
段と第２部門用生産手段は使用価値的に区別されるのであるからＣ】十Ｍ口
で示される第１部門用生産手段とＶ]＋Ｍｖ，＋ＭＫＩで示される第２部門用生
産手段とは異なるものであり，そのどちらについても価値的需給一致が必要
である。つまり仮定１から４までと（１－１５）式によって厳密な意味での
「均衡条件」が確定される。いうなれば（１－１５）式は順調な拡大再生産の
ための部門間の価値的関係であり，部'１１１間均衡にとって必要条件ではあって
も社会的需給均衡の十分条件ではない（必要条件の一部）。仮定全てと（1
-15）式がそろってはじめて社会的均衡が実現される。
通例の表式理解はこの点を暖昧にする。マルクス以来その区別を明示しな
いでＶ,＋Ｍｖ,十Ｍk’にかかわる（１－１５）式のみを順調な拡大再生産の条
件としているのは社会的生産を生産手段，生活手段の二部門に分割し，生産
手段は両部門共通とする特殊な分析手続きのせいである。もちろんその手続
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きは分析目的上必ずしも不当ではない。しかし，導かれた結論は手続き上の
特殊性に制約されていることを忘れてはならない。このことは市場を媒介と
する需給関係の変動を分析する蓄積論，恐慌論においては重要な意味をもつ。
マルクス型の二部門分割では第１部門用生産手段と第２部門用生産手段の区
別はモデルに現れない。いはばマルクス型モデルでは生産手段に関する完全
代替性の仮定が設けられていると言える。さらにマルクス型モデルでは後述
のように投資需要と消費需要の任意の切替が行なわれており，事実上生産手
段と消費手段の区別も形式的である。つまり二財二部門マルクス型モデルは
－財二部門分割モデルと本質的には同じである。しかも部門間関係は全て価
値次元で表示される。そこでは需要と供給の動態的対応関係は示されない。
いわゆる再生産表式においては常に部門間・内取り引きにおける価値的均衡
即ち事前的・事後的需給一致が想定されている。したがってマルクスが行なっ
た表式分析の次元では需給不一致関係の動態である産業循環運動の解析はで
きない。ましてや60年代までの通説のようにその均衡条件が資本主義の現実
的恐慌の展開した可能性を示すなどと主張することは間違いである。幾つか
の仮定と代替性（生産手段と生活手段，１部門用生産手段と２部門用生産手
段）を条件として成立するマルクス的均衡条件が資本主義で安定的に実現さ
れることはありえない。部門構成に合致するような弾力的な消費が毎期実現
されるということは計画当局によって消費が厳格に統制される国家社会主義
の原理的システム以外に不可能である。逆に変化する消費に生産の方が完全
に弾力的に対応するという巨大システムを考えるのは空想的である。それは
共に小規模の共同体内部の生産システムで理論上可能なことである。そこで
は生産と消費の規模は安定的（停滞的）であり，生産の都合あるいは消費の
微小な都合にあわせて消費と生産の規模を弾力的にしかし微小量:調整する。
道具の転用可能な程度の原始的技術条件が支配的である。斧は鍬の柄をつく
るのに役立つが，同時に薪も割るのにも必要だ。薪は暖房の手段でもあるが，
木を曲げる熱源でもある。
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Ⅱ均衡的部門構成の概念
１部門構成の範囲
社会的再生産が順調に進行するためには各部門の生産量比が適切であるこ
とが要求される。必要な財が必要なだけ供給されなければ再生産は進行しな
い。この生産量の各部門比を部門構成と呼んでいる。生産性一定であれば，
これは資本量の比と同じである。マルクスの部門間条件式は生産手段部門と
生活手段部門の価値的数量関係を示すものといえる。しかし，注意すべきは
もちろん価値あるいは価格で示される関係ではなく，使用価値量の関係であ
る。交換される使用価値量が互いに相手の需要を満たしているかどうかが重
要だ。たとえ不等価交換であっても不当の程度が交換当事者の再生産を保障
する範囲内では再生産は進行しうる。不等価交換を排除するマルクス的条件
の下での均衡的部門構成が再生産の必要条件ではない。
マルクスにおいては先に見た（１－１５）式
Ｃ２＋Ｍ６２＝Ｖ'十Ｍv’十Ｍkｌ
において左辺は生活手段形態であたえられ，右辺は生産手段形態であたえら
れている。この価値的等式が意味するのは価値的に等価であることと同時に
この異なる使用価値形態の生産が互いに相手の使用価値形態の需要に￣致す
るということである。マルクスにおいてはこの使用価値的均衡が価値的等値
関係において示されている。
さて拡大再生産が進行するためには両部門の生産量比はいかなる比率でな
ければならないか｡いま使用価値形態で現した生産量を工，生産能力を元，
生産手段部門と生活手段部門の生産逓比である部門構成をＱ（Ｑ＝ｪ'/妬2），
現存生産手段量をＡ，必要生産手段●産出高比率A/元（最大産出単位当り必
要生産手段量）をα，稼働率工/えを６，実質賃金率をＲ，必要労働Ｌと産出
高工の比率L/苑（産出単位当り必要労働趾）をノ’資本家の消費をＢとする。
拡大再生産が可能であるためには余剰生産手段と余剰生活手段が，つまり生
産的に消費される生産手段と生活手段以上の量の生産が必要である。これが
拡大再生産の必要条件である（十分条件ではない）○記号で示せば’
－５６－
躯!>-2ｔヂートユ詩些｡ １Ｊ１２｜｜ＩＩ ＩＩくく
苑2＞Ｒ/ｌｒｌ＋Ｒと、＋Ｂ１＋Ｂ２
(ＩＩ－ｌ）式の両辺を難'で除すと，
'>-:姜十一差丁
ゆえに
Q>課/３１ (１１－３）
次に，（１１－２）式において資本家の消費を簡単化のためにゼロとし’両
辺をx2で除すと
ｌ＞ＲｌｌＱ＋Ｒ/2，これより
Ｑ<二iT71L（''-3）
したがって
！≦:+蓋くQ<'鶉１１’ （１１－４）
稼働率が100％の時は６，＝ルーlだから
．,〈Q<'升,１－ｍ (１１－４'）
つまりＱがこの範囲内にあるときは拡大再生産が可能である。
当期に追加される労働者の消費手段が当期の生産から供給されると仮定す
れば，期間を考慮した表現をしなければならない。つまり，当期の第２部門
の生産堂が前期雇用労働者の消費水準Ru-lhrl-I＋Ｒ【-1/2r2t-1を越えてい
れば，その差額が当期追加的雇用労働者の消費に充当され得る。つまり，
Jr2t＞Ｒｔ－１【1エｌｔ－Ｉ＋Ｒｔ－１/2ｊｍｔ－１ （１１－５）
両辺をx2で除し，整理すると，
Ｑ,<'-,豊姜-， １＋α′lt-1Rt-1JI
１＋α'２(￣’１＋Cf21--Rt-I/２
１＋α'２ｌ－１ Ｒｌ－ｌｌ， （１１－６）
－５７－
ただし，α’は実現蓄積率（コルt／kt-I）で，技術不変ならば（ａｔ-1）＝α(）
α'は生産成長率（9t＝少【／jr1-I）と同じ。
さてＱがこの範囲内にあるということの意味，それは前述の通り拡大再生
産の可能性の保証ということである。（１１－３），（１１－３．）または（１１
－６）の関係が成立しないと拡大再生産は不可能である。具体的には，もし
ｌ－Ｒ/２＜ＱＲＪ１
であれば，それは拡大再生産に必要な追加的労働者が消費する消費手段が欠
乏すること，したがって拡大再生産，蓄積の不可能性を意味する｡同じように，
α’＞Ｑｌ－ｎ１
は，追加的生産手段不足による蓄積，拡大再生産の不可能性を示す。
【註】
需給一致条件下で拡大再生産を可能にする部門鱗成の範囲は次のように考えて求めることもできる。
第１部門の最大生産盆（需給一致を前提すれば最大需要丘と同じ)Ｘｌｍａｘは両部門の労働者へ
の支払いや資本家の個人消費がゼロとなり，価値生産物症の全てが生産手段騨入に向けられる場合
を越えることができない。もちろん現実の蓄積がこれを越えることはあり得るが，拡大再生産が需
給一致の条件を維持して持続するという前提の下ではこの点を越えられら左い゜股小生産両Ｘ１ｍｊｎ
は逆に需要がもっとも少ない時の生産すなわち価値生産物全てが賃金支払いに充てられ，生産手
段需要は補填需要だけに対応する生産つまり単純再生産の場合以下である。稼働率を100％とする
と，
x,max＜k'＋Ａ２＋万｣＋Ｔ２
苑Ｉｍｉｎ＞Ａｌ＋Ａ２＝α1発ｌｍｉｎ＋Ｑ２"2ｍａｘ
第２部門の最大，最小生産趣はそれと逆になり，最大は労働者が価値生産物全てを獲得し，消費
財瞬入に充てるあるいは資本家が利潤の全てを個人賀にあて，投資がゼロとなる単純再生産の場合
を越えられず，最小は労働力の再生産を保証する水準の消費だけがあり，利潤の全てが不変資本投
資に回される場合を下回らない。つまり，
r2max＜秒'＋”＋ﾌﾟﾘT'＋伽２
妬2ｍin＞⑩1＋型＝ＲｌｌＪｒＩｍ劇ｘ＋Ｒｌ２ｒ２ｍｉｎ
である。そこで
妬1ｍＺｎ＜Ｑ＜竺些LiL
苑２ＩＴＭＩｘｊｒ２ｍｉｎ
ｋﾐから
ｍｍｉｍ（１－α,）＝α2発2…
－５８－
より
虻1ｍｍ＞１－ａＱ２工2ｍａｘｌ－ｑ１
空く]蒜蝿兀２ｍｍ
これより
。,〈Q<]蓋晦１－ｍ
２部門構成の「均衡値」
拡大再生産は補填的消費を越える余剰生産手段，生活手段が存在する時可
能となる。先のＱの範囲はその可能条件を示すものであり，それ以上の意味
はない。余剰の大きさ，したがって供給の程度と投資需要の大きさ，したがっ
て需要の大きさが予め一致することは偶然的でしかない。全生産部門の需給
が一致する「均衡的拡大再生産」の進行がある時，多様であり得るＱは拡大
再生産可能条件を満たす範囲内のどのような特定値を取るだろうか。
均衡的拡大再生産のためには両部門の需給が一致しなければならない。つ
まり次の条件式が成立する。
x】＝αlr1＋a2r2＋ｊｌ＋i２． （１１－８）
左辺は供給，右辺は需要，／は実物不変投資を示す（在庫増はＯと仮定。
在庫を考慮した場合は右辺に在庫増分ｓを入れる。この場合は条件式（II-
８）は恒等式となる）。同様に，
刀2＝ＲＪｌｍ十尺/2兆2＋６１＋６２ （１１－９）
簡単化のために資本家の消費ｂを０とすると，
ｊ、＝Ｒｌ１ｘｌ＋Rl2r2． （１１－９.）
需給一致が実現するという前提だから事後的蓄積率〆（ただしα′＝i'/A'）
と計画蓄積率ａ（α＝〃A）とは一致すると仮定。事後的補填ｋ′と期首生産
手段量ｋも一致と仮定。（１１－５）の両辺をＸ２で除すと，この時の部門構成
Ｑ熱は，
Q＊＝α'"’（’＋α'）＋α２（’十α2）＝Ｑ*αI（ｌ＋α]）＋α２（ｌ＋α2）ｒ２
これより
Q"=]豐｡++了\:,ｉ （11-10）
－５９－
部門構成がこの値をとる時，事前的・事後的需給一致が全社会で成立して
いることを意味する。もちろん資本主義にはこの均衡的部門構成を実現する
内的必然性はない。逆にいえばＱ鱒を（１１－４）または（１１－４′）の範囲
内にとどめる限り計画蓄積率αは任意である。任意であるから再生産は進行
するが，当然部門構成は（II-10）と異なり，需給は一致しない。
3．均衡的蓄積率比
事前的・事後的需給が全社会諸部門において一致している時，蓄積率αは
一定の範囲内で任意の数値であるから均衡的部門構成は多様にあたえられる。
しかし，（１１－９）式から両部門の計画蓄積率が多様にあたえられるといっ
てもそれは各部門の蓄積率がまったく任意であるということを意味しない。
両部門の追加的生産手段需要，生活手段需要が過不足なく充足されなければ
ならないという依存関係がある以上，各々の蓄積需要は相互に制約される。
つまり両部門の蓄積率は単に任意なのではなく，一定の比率を維持する限り
で多様にあたえられることになる。一定の比率を保たなければならないとい
う点でそれは制約されている。
生産次元の事前的部門構成Qsは先に見たように，
Ｑｓ＝三二＝Ａ１／Ｑｌｑ２ＡｌＪｒ２ル2／α２α】ん２
これに対し，事前的需要構成Ｑ‘は，
α２（ｌ＋Ｑ２）Ｑｄ＝ｌ－ｕ，（１＋α,）
供給（生産）次元の部門構成Ｑｓは所与の技術、と資本量応に規定されてい
る（稼働率,00％）。この生産物が過不足なく取り引きされ，拡大再生産を
可能にするには生産．需要両次元の部門構成が一致しなければならない。こ
のＱｓ＝Ｑｄが成立する限りで計画蓄積率αは任意である。逆に言えば，両部
門の需給一致のためには蓄積率はある範囲に限定されるが，その範囲内では
需給一致をもたらすいろいろな蓄積率が成立し得る。生産と需要が各々相対
的には独立して決まるのに対応し，生産次元の部門構成も需要次元の部門構
－６０－
成も一般的には異なるものとなる。しかし現実には偶然的でしかない過不足
ない交換，両部門の事前的．事後的需給一致をもたらすような両部門の特殊
な蓄積率はどのような数量的相互関係にあるか。
事前的部門構成Ｑｓが事前的需要部門構成Qdに￣致すれば，
Q・=[些.}+鶉!)=Q鐵=Q・
これより
α,＝Ｑ翠－０２（’＋α2）－１ （11-11）α,Ｑ＊
α2＝Ｑ＊’１－ｍ（ｌ＋α')’－１ （II-12）Ｑ２.
部門構成Ｑｓは所与（Ｑｓ＝Ｑ＊），技術一定（ui-定）だから蓄積率α’と
α2は相互に制約される関係にある。このＱ、一定という条件下でこの事前
的需給一致の関係が維持されるためにはもしα'が上昇すれば，α2は低下し
なければならない。逆は逆。つまり任意と言ってもその値は（11-11）また
は(11-12）の関係になければならない。仮にαlが所与の場合ｄ２は（11-1
1）あるいは（Ⅱ-12）に規定された蓄積率でなければならない。計画蓄積
率が互いにこの関係を実現できる時，両部門の生産物は過不足なく交換され，
拡大再生産が進行することになる。マルクスの再生産表式の数値例において
も部門構成と蓄積率の関係は常にこの条件を満たしている。部門構成Ｑが拡
大再生産の条件を満たし，さらに両部門の計画蓄積率が（11-11）または
（11-12）の条件を満たすなら，その条件の下で均衡蓄積率α*はこれまで
の研究が指摘するように多様にあたえられる（〔２〕，〔３〕，〔４〕，〔５〕，
〔６〕）。従来言われてきた「均衡的蓄積率」とはしたがって計画値と実際値
が一致した時に多様に与えられる蓄積率とも言える。しかし蓄積率がどう変
化しても需給が連続的に一致するということは現実にはありえない。だから
論理的には需給一致経済を出発点とした場合，以後の需給均衡の条件は「蓄
積率一定」である。つまり均衡軌道は形式的には多様に与えられるが，論理
的にはきわめて限定されたものであり，恐慌をこの軌道からの逸脱ととらえ
てはならない。本来これは実現されないものだ。
－６１－
４部門構成の動態的変化
現実的蓄積過程においては需給均衡的拡大再生産をもたらす「均衡的蓄積
率」の実現は偶然的にしかないから，均衡的部門構成の連続的実現も一般的
にはありえない。それでは部門構成は動態的にはどう規定されるか。
先に見たように生産次元の部門構成を動態的に表現すれば（稼働率100％）
α2k,tq2AlI-1（１＋α''t-l）一一（』）（（仰、》》》
が一通 (11-13）α1ル2ｔ ａＩＡ２ｌ－】（ｌ－ｕ２'t-l）
つまり両部門とも現実的な資本の増加率が大きければ生産は増加する。こ
の実現した両部門の蓄蔵率α',が両部門の均衡蓄積率α:*に等しければ部門
構成は不変であり，前期に均衡的部門構成が実現していれば，拡大した規模
で引続き均衡的拡大再生産が偶然的に継続する。
5．蓄積率の変化と不均衡一一一「均衡蓄積」論争
ここで例の均衡蓄積軌道を巡る周知の論争が想起される。αが任意である
から均衡蓄積軌道は多様にあたえられるという大方の見地に対し，富塚は技
術所与の下では資本構成に一致する部門構成が常にもたらされるような蓄積
こそが「均衡」を意味するとした〔７〕。もちろん上述のように価値次元の全
生産諸部門における需給均衡の常時成立を前提したマルクスの再生産表式に
おいては各部門の蓄積率の組合せは多様にあたえられる。条件の範囲内で多
様な蓄積率の存在を許すマルクスのモデルに依拠しながら，特定の蓄積率，
特定の部門構成のみを均衡値としてとりだすのは間違いである。先の均衡的
部門構成Ｑ零`は常に需給が一致しているという仮定から導出されるものであ
り，その実現は特定の蓄積比率が維持されるならば，どんな蓄積率をとって
も実現されるというものである。（11-11）または（11-12）という特定の
制約一どんな蓄積率であっても両部門の需給は一致するという－条件下
で需給一致をもたらす均衡な蓄積率を論じるというのは無意味なことである。
マルクスに即していえば，Ｃ２＋Ｍｂ２＝Ｖｌ＋Ｍｖ，＋ＭＭの関係が成立すると
－６２－
いう前提のもとでは川上２，Ｍ･’で表示される両部門の蓄積量はどんな値でも
よいのである。左辺が500であっても1000であっても，右辺も500,1000であ
れば良いのである。両辺が特定の例えば500という値をとる必要はない。
しかし富塚の問題提起は無意味ではない。現実の社会的再生産はマルクス
型モデルと違い使用価値に制約される。一定の技術と資本量の下で生産され
る使用価値の質と量には制約がある。だから企業が任意の投資を決意しても，
そして市場で必要な生産手段の調達を企図しても，個々の企業が勝手に計画
した生産手段需要が市場で満たされる保証はまったくない。つまり出発点で
両部門の需給が一致していても，次年度以降蓄積率を変化させれば，それは
蓄積需要の成長率を変化させ，生産成長率と不一致を起こす。つまり需給不
一致が生じ，価格変動が生じる。
例えば第１部門が計画蓄積率を上げると，マルクスの事実上の前提（第１
部門用生産手段と第２部門用生産手段は使用価値的に同じ）を受入れれば，
第１部門用生産手段需要が増加する。この需要増に対し生産は元の増加率で
しか増えないから不足する分だけ第２部門用生産手段が第１部門用に転用さ
れる。この結果第２部1''１用生産手段供給増加率は低下し，第２部門の蓄積率
は低下する。低下することによって生産手段の需給一致がもたらされる。逆
に第２部門が計画蓄積率を引上げると第２部門用生産手段が不足する。そこ
で第１部門用生産手段が転用され，不足を補う。この結果第２部門の蓄積は
計画通り実現する。第１部１１１１用生産手段はその分減るので第１部門は蓄積を
減らす。かくして両部'''1とも過不足ない蓄積が実現する。
このようにマルクスのモデルでは事実上生産手段の共用と両部門の均衡的
蓄積比率の実現が前提されることにより事前的蓄積と事後的蓄積の一致が保
証されている。第１部'''1の蓄積が先行的に決定されるわけでもなければ逆で
もない。これは分析手続き上設けた形式的条件であり，現実の蓄積過程を模
写したものでもない。このため需給均衡下での部門関係の析出という分析目
的から外れた需給不一致の発生問題は排除されている。しかし“生産手段が
第１部門，第２部門共用および均衡的蓄積率比の実現，，という条件は議論の
ための仮定でしかない。その仮定を外せば別の問題が見えてくる。
もし第１部門が現実に前期の実現蓄積率以上の蓄積をはかっても，第一部
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門用生産手段の生産は前期の実現蓄積率に規定された資本の増加による分し
か増えない。だから第１部門用生産手段供給は（－部共用可能な財以外は）
不足し，その市場価格は上昇する。共用可能な財であっても第２部門が第１
部門の需要が強いことを考慮して購買を予め差控えるということはないから，
それとて投資計画通り調達できる保証はない。つまり稼働率変化や在庫を考
慮しない限り，第１部門企業が蓄積率の引上げを企図してもそれが実現でき
るわけではない。生産水準そのものがそれに対応してより大きく上昇しない
限り，増大した第１部門蓄積需要は満たされない。第１部門用生産手段が第
２部門から充用されるあるいはその逆というのは説明の便法である。需給均
衡を出発点にしても蓄積率を変化させれば必ず需給不一致が生じる。逆に言
えば，需給均衡持続のためには蓄積率は任意であってはならない。先の（11
-10）式で言えば，需給一致下の部門構成Ｑ＊を固定させる経済成長をもた
らす蓄積率だけが需給均衡を保証する。即ち技術α一定，蓄積率α一定とい
うことになる(α＝α*い)。均衡的部門構成Q*には特定の技術｡*，特定の蓄積
率α〆が対応する。
現実には稼働率，在庫の変動，貿易，市場価格の上昇が事前的蓄積率の無
政府的運動に対応し，一時的不均衡を緩和する。需要の変化に生産能力の変
化が対応する時間的遅れはこうした供給弾力性によってある程度緩和され，
混乱の少ない成長が可能となる。したがってこうした蓄積率の変化は期間内
の一時的需給不一致を招くが，決定的な不均衡がただちに出現するわけでは
ない。恐慌以外の手段では調整不可能な不均衡とこうしたメカニズムで調整
可能な不均衡を区別しなければならない。もちろんその両者の関連も重要な
問題である。
またマルクスが生産手段部門と生活手段部門を分けていることはモデル分
析の一つの方法として不当ではないが，それ以外のやり方が間違いでという
わけではなく，彼のやり方が最良最善でもない。現実的蓄積過程を考えると
マルクス型モデルのような二部門分割の積極的な意味はない。例えば，所得
一定下での第１部門の事前的蓄積率増加は生産手段需要をより増加させ，他
方第１部門資本家の個人消費を減らす。つまり第２部門に対する需要が減る。
マルクスの表式モデルでは第２部門の生産の低下と２用生産手段からの１用
－６４－
生産手段への転用が対応するので需給不一致は生じない。しかしこうした便
法がなければ生産の方は前と同じ部門構成であるから，計画蓄積率の引上げ
が引き起こす生活手段需要から生産手段需要への転換が社会的需給不一致を
起こすはずである。マルクス型モデルでこれが問題にならないのは常に両部
門とも需給不一致が生じないという条件で表式が展開されているためだ。異
なる財ＡとＢに対する需要の比率が変化するのに需給不一致が生じないとい
うのは論理的にはＡとＢとが同じ使用価値であるということであり，つまり
生産手段と生活手段の使用価値的区別がないことと同じである。だからこの
点から言えば価値次元マルクス型モデルはマルクス自身の生産手段，生活手
段の区分にもかかわらず実は－財二部門分割モデルということになる。そこ
で事実上想定されているのはマルクスの言葉とは違い，両部門の生産手段共
用，生活手段と生産手段の共用（完全代替の想定）である。事実高須賀が示
したように－財二部門分割モデルによってマルクス型モデルと同じ議論ルー
ニソの例の「有機的構成高度化」も含め）が展開できる〔９〕・
現実には需要次元の前期計画蓄積率からの変更は需要次元の部門構成と生
産次元の部門構成の不一致を生みだし，需給不均衡が生じる。その意味で使
用価値制約に着眼した富塚の主張は正しい。富塚の間違いは需給一致体系の
価値次元ﾓﾃﾞﾙ上において「資本構成｣と一致する特定の部門構成を実現す
る蓄積率を「均衡蓄積率」としたことである。つまり富塚は現実的蓄積過程
における均衡の条件と表式上の均衡の条件の論理的相違を明確にしないで
「均衡」を論じた。しかし富塚の，表式の単なる操作に議論をとどめない現
実感覚は評価されるべきである。逆にマルクス型モデルの需給一致・価値次
元モデルの非現実的形式的制約を考感しない多くの富塚批判は別な意味で間
違いなのである。
事前的な蓄積率の大きさが任意で定まるとしても事後的にはどうか。企業
はそれぞれの思惑で予定蓄積率を定める。しかし市場の状況によりある場合
は，例えば全体として需要超過であれば，計画通りの蓄積は実現できない。
追加的不変資本の対前年度増加量は他の条件が一定なら結局第１部門の生産
増加分に規制される。完全代替性の仮定のあるマルクス型モデルでは蓄積元
本は両部門で取合うことになる。第２部門の追加的生産手段は第１部門で生
－６５－
産されるので第２部門の蓄積率，成長率は第１部門の現実の蓄積率に規定さ
れる。このことから第１部門の蓄積率の優先的決定を言うのは早計である。
マルクス型モデルでは追加的不変資本を稼働させるには追加的労働力と彼等
が消費する追加的生活手段が必要である。つまり第１部門の蓄積自体第２部
門の現実的蓄積の大きさに規定される。つまり蓄積過程とは両部門で経済的
資源を取合う対立的関係であり，同時に相互依存・相互規定の関係，すなわ
ち矛盾の関係である。
さてわれわれは通説と同様「均衡蓄積率」を需給均衡的拡大再生産を実現
する蓄積率と考えてきたのであるが，この蓄積率が実現できないと拡大再生
産が不可能というわけではない。現実的蓄積過程でこのような均衡をもたら
す比例的蓄積率比が事前的に成立することは一般的にはありえない。つまり
需給一致の均衡的拡大再生産をもたらす均衡的蓄積率“＊と計画的蓄積率ｑｊ
とは一般に一致しない。企業は事前に均衡的蓄積率の値を知っているわけで
はないし，また均衡を実現することが目的でもない。その不一致は当然需給
不均衡を生み，市場価格変動を通じ計画は修正される。蓄積の上限は余剰生
産物の大きさに規制される。事後的蓄積率は拡大再生産を可能にするという
意味では一つの「均衡蓄積率」（その組合せ）である。ところが拡大再生産
は需要不足でも逆に需要過剰でも進行する。つまり相互の補填と蓄積が満た
されれば，量的には供給が過剰あるいは不足であっても余剰生産物の量的範
囲の中で部門内補填と部門間交換は実現され得る。需要過小の場合は価格下
落や在庫増を伴い，需要過剰の場合は価格上昇や受注残（負の在庫増）を生
む。話が最初に帰るわけであるが，需給が不均衡であっても部門構成が（１１
－４）または（１１－４.）の範囲内であれば拡大再生産は可能である。個々
の企業，各部門が任意に蓄積率を定めても，生産量の部門間比率がある範囲
内であればとにかく拡大再生は進む。もちろんそれは各部門における需要の
過多・過小を含む。したがって成長軌道が「均衡蓄積軌道」を離れたとして
も拡大再生産は進行する。需要過多の拡大再生産は資本家にとっては「順調」
な過程である。
以上のことからわれわれは「第１部門の蓄積率の先行的決定」がマルクス
型モデルではありえないという高木の命題に同意できる。労働力価値不変と
－６６－
いう前提のあるマルクス型モデルでは明らかに余剰生産手段のみならず，増
加する労働者の個々の労働力価値を維持するだけの余剰生活手段の追加が必
要である。この条件下では仮に第１部門が「独自・先行的」に蓄積率を決定
したとしても，①それを満たすだけの余剰生産手段供給，②追加不変資本を
稼働させる追加労働力を維持する余剰生活手段の供給，がこの計画を規制す
る。だから第１部門は先行的に蓄積率を決定できない，すなわち計画通りの
蓄積率は実現できない。蓄積率の決定は相互制約・相互依存的であると言わ
ねばならない。
現実の蓄積過程ではどうか。第１部門の蓄積計画は当然第１部門の供給の
規制される。それは第１部門の第１部門用余剰生産手段量によって規制され
る。この点は変りたい。また第２部門と共通する生産手段は対立的に取合う
ことになる。しかし第１部門がより高い利潤率を実現し，そのことによって
市場で有利に共通生産手段を確保できれば，相対的に有利に蓄積を進めるこ
とができる。その意味で第１部門は「独自・先行的」に蓄積率を決定するこ
とができる。
労働力の価値不変あるいは実質賃金率不変という前提を外せば，第１部門
の蓄積は第２部門の生産に規制される度合いは相対的には少なくなる。なぜ
なら，確かに追加不変資本の稼働には追加労働力が必要であるが，この追加
労働力部分が加わっても労働力全体が消費する生活手段が増加しなければ，
追加的生活手段がなくとも第１部門の蓄積は可能である。つまり必要なもの
は追加的労働力であって，追加的生活手段ではない。追加的生活手段の供給
が追加的労働力の増加に比例しないのであれば，消費財価格は上昇し，名目
賃金は一定であるから当然労働力の価値，実質賃金率は低下する。現実には
実質賃金率の変動によって第１部門の蓄積に対する第２部門からの制約はあ
る程度弾力的になる。
にもかかわらず，追加的生活手段が必要ない事態が常に続くことはない。
実質賃金率の低下には限度がある。最終的には第１部門の蓄積は第２部門の
蓄積と生産に規定される。したがって両部門の蓄積はやはり相互制約・相互
依存的であり，第１部''１の「独自・先行的決定」という事態は無条件には存
在しない。第１部門の蓄積は第１部門自体の生産鉦に制約され，そして第２
－６７－
部門の生産量にも制約される。したがって生産性の上昇と実質賃金率の変化
が，第２部門からの制約を和らげる（生産性上昇がある場合は実質賃金率不
変のまま第２部門の生産趾は増加し得る）。だから第１部門がより高い蓄積
率を実現し，相対的に高い成長を遂げるという好況過程はこうした相対的高
利潤率，生産性の上昇（費用低下），実質賃金率の低下（生産性上昇がない
場合）を条件とする。しかしこれらの条件は成長制約の天井が高くなること
を意味するが，第１部門が独立的に自由に蓄積率を決定できることを保証す
るわけではない。
6．不均衡の動態
現実の生産と事前的需要が一致することは偶然的なのであるが，それでは
この不一致が生じたとぎ，部門構成はどうなるか。稼働率100％とすると，
第１部門の供給ｓ'(生産）は，
８１＝苑1＝ｕｌｋ１
事前的需要は
。】＝α1ｴ】（１＋α1）＋Ｑ２ｒ２（ｌ＋Ｑ２）
ここで蓄積率αは事前的なしの，即ち計画蓄積率を示す。供給と需要が事
前的に一致していることは偶然であるから，
、三・1薊,('十.小…('+α2）
ここから両辺を虹2で除してＱをもとめるという先と同じ手続きで
Q~!望｡呉鵲１－Q] （11-14）
とすることは妥当であろうか。つまり事前的な需要と供給それぞれの部門構
成は事前的需給関係に対応すると言えるだろうか。結論は否である。
例えば両部門とも需要が供給を上回ってもその超過率が等しければ，需要
次元の部門構成は元と変らず，元の生産次元の部門構成と一致する。つまり
分母分子が同率で変化すればQdは変らない。しかし両部門とも需給不一致
である。したがって生産次元の部門構成と事前的需要の部門構成の対応関係
は（11-14）式では示せないので，別の表現を求める必要がある。
ＱｓとＱ`の関係は次の四つの場合に区分される(偶然的な一致の場合は除
－６８－
<)。
①r1＜d山砥2＜ｄ２
②r'＜d１，９m＞ｄ２
③JCI＞d１，gc2＜ｄ２
④、＞d１，ｒ２＞ｄ２
これらの関係があるとき生産次元の部門構成QSiはどのような条件にある
のだろうか。
（II-5）式からわかるように第１部門，第２部門の需給関係は次のよう
に示される。
苑'三｡'難!（’＋αr)＋…（’十｡2.）（''-15）
ェ2言Ｒｌ１ｍ+R/2ｍ （11-16）
左辺は供給，右辺は需要を示す。簡単化のために稼働率は100％，企業家
の消費はゼロとしている。事前的実質賃金率Ｒは前期末に当期雇用のために
支払われた貨幣賃金Ｗ【と前期の消費財物価:P2l-lによって決まる(Ｒｌ＝Ｗ【／
P2(－１kしかし現実の実質賃金率Ｒ'は前期ではなく，当期の物価水準に規
定される（Ｒｔ＝Ｗｔ／P2t)。
①まず両部門とも需要が供給を上回る場合｡
（11-15）より，両辺をr2で除すと
二＜α1三Ｌ（１＋αl）＋α２（ｌ＋α2）〃２麺
これより
"<T二万二rfg篝TＴ
（11-16）より，両辺nmで除すと，
’〈}Ｍ芳十RJ’
これより
Q・>'詩吻
したがって
－６９－
ｕＬ<Q鼠<禺砦\:]ｉＲｈ
②第１部門需要超過，第２部門供給超過の場合
Ｑﾍﾞ]豐耐呂菩:,）』<上77fＬ
ここでα２（１＋α2)/Ｉｌ－ｎＩ（１－α')｜と（１－尺/2)/Ｒ/】の大小関係は不明
である。その大小関係は事前的蓄積率の大きさいかんで決まるが，事前的蓄
積率は信用によっても変化し，形式的には上限がない。事後的蓄積率はもち
ろん余剰生産手段と当期の生活手段（マルクスモデルでは余剰生活手段）の
量によって制限される。
③第１部門供給超過，第２部門需要超過の場合
Ｑ鶴>]聖｡|+鵲，－“>'帯
④両部門とも供給超過の場合
，些伽{岩\:,T<"<L蒜Ｌ
事前的需給関係に大きく関わるのは事前的蓄積率αと事前的実質賃金率Ｒ
である。事前的な蓄積率は前期利潤率に規制されて企業家個々の判断で多様
にあたえられる。個々の企業は労働者の雇用にあたって個別に貨幣賃金を取
決めて支払い，当期の消Y1f財市場の需給関係など考慮しない。貨幣賃金率は
労働力の需給関係を背景にした労資の力関係で決まる。つまり第２部門の事
前的需給一致が実現される（その時の実質賃金率が均衡実質賃金率といい得
る）ように貨幣賃金率は決まらない。したがって事前的需要の大きさが生産
に一致すること！したがって需要次元の部門構成が生産次元の部門構成に一
致することは偶然にしかありえない。
それでは不一致が生じた時は資本主義的蓄積過程にはどんな事態が生じる
だろうか。需要が生産を超過した場合現実的過程では在庫の取崩し，稼働率
の上昇によって供給が墹加する。したがって供給不足は流通過程で一時的に
発生するが，在庫減と稼働率上昇で期間を通じて調整されていく。在庫取崩
－７０－
し，稼働率の上昇も短期的需要超過に対応してとられる措置であり，この対
応の時間的経過の中でさらに需要が拡大していけば，なお供給不足は解消さ
れない。つまり物価が上昇する。この結果短期的には需要の増加がある程度
抑制される。期間内の在庫減，稼働率上昇，価格上昇で解決されない不一致
は次期のいっそうの在庫取崩し，稼働率上昇を促す。物価上昇が継続すると
つまり正常在庫，標準稼働率から見てより大きな需要拡大が続くと企業家は
投資による生産能力増加を決意し，計画蓄積率を拡大する。しかしそれは社
会的需要増となり，供給増加以前により大きな需要増加を招来する。この結
果未実現の需要が発生する。事後的需要は事前的供給の大きさは越えうるが，
在庫増と稼働率上昇によって増加する供給（事後的供給）を越えることはで
きない。供給されないものは買うことができない。稼働率と在庫を考慮する
と事前的な生産計画と事後的生産，生産次元の事前的部門構成と事後的なそ
れとは異なる範畷となる。
そして事後的実現需要の方も一つは供給の大きさに制約され，また価格変
化に対応し，事前的需要とは異なる大きさとなる。われわれのこれまでの議
論はこうした動態的な需給関係の期間内の変化を正確に模写したものではな
い。しかし，供給を純供給（生産と在庫減の合計）とみなし，実現次元の生
産を事前的生産と同じに取扱い，議論を続けよう。議論の基本的流れに修正
の必要はない。需要超過のケースは事前的な需要が事後的な生産を上回る場
合である。素材的には供給量ｪと需要量｡'は一致する(事後的数量的一致原
則)。しかし，事前的需要量dは事後的需要鑓ｄ'以上であり，物価は上昇し，
事前的需要の一部が実現されない（受注残。高須賀モデルにおいては市場清
算価格の成立が想定されており，受注残はない）。
事前的な生産計画を越える需要があると稼働率上昇，在庫減によって事後
的供給が増加する。
Ⅲ「動態的均衡条件」と「静態的均衡条件」の概念
さて高木は（１－１５）式の価値次元のマルクス均衡条件を次のように示す。
彼はマルクスの価値的均衡，事前的需給一致の仮定を受継いで（１－１５）式
－７１－
を書換える（われわれの議論と対応させるために高木が用いた記号を変えて
ある）。
利潤率γ＝Ｍ/(Ｃ＋Ｖ)，蓄積比率β＝（Ｍｂ＋ＭｗＭ，不変資本産出高比
α＝ｃ/ｘ，労働産出高比1＝ｖ/ix,成長率g＝（刀十ｌ－ｘｔ)/ｘｔ，とする。蓄積
比率βは概念的にはわれわれの事後的蓄積率α′に対応する。違いは，それ
は価値次元の範畷であり，剰余価値に対する追加資本の比率を意味すること，
また追加資本にマルクスのように可変資本を含んでいることである。成長率
は彼の定義からしてわれわれの事後的蓄積率α’（＝４kt／ﾙt-l）に一致す
る。生産性一定の時，事後的蓄積率α'は生産成長率に等しい（JAt／kt-1
＝α」苑t／“【-1＝少(／妬t-1）
さて（１－１５）式の左辺は
C2t＋Mb2t＝C2t~'＝Ｃ2ｔ（ｌ＋92(）＝、（１＋８２'）Ｘ2（
右辺は
Vlt＋Ｍ１’1[＋MAlt＝Xlt十１－（Clt-I-McIl）
＝Xl1-C11＝Ｘ１ｔ－Ｃｌｔ（１＋911）
＝Ｘｌｔｌｌ－Ｑ１（ｌ＋91[)Ｉ
これより部門構成Qt＝X1t／X2tlは，
α２（ｌ＋γ2β1t）Ｑ２（’十８２[） (III-1）Ｑ'＝ '一Ｑ２（’十92'）１－０２（ｌ＋γlβl'）
高木はこの部門構成が（１－１５）式から導かれたことにより（III-1）式
をｎ期にのみ成立する拡大再生産の一時的均衡条件」と呼ぶ。
他方第１部門の価値的需給一致が成立すると，
Ｘｌｔ＝Ｃｌt＋'十C2t＋１ (III-2）
右辺はa1Xlt+'＋a2X2t+’と書換えられるので,書換えた式の両辺をＸｌ
で除すと
－７２－
X1t+ｌ１－ｍＴ+"4;iﾆー
ここで
X2t＋ｌＸ２ｔ+１Ｘｌｌ＋１
－￣●－
XltX1t+l Ｘ１ｔ
だから
Ｑ`=[些.('(+等L,)-1-"川川`，＿“（１÷γ,β】t-l） （III-3）
この（III-3）式を高木は「拡大再生産の動態的均衡条件」という。（ＩＩＩ
－３）式はわれわれが先に示した（11-10）式と同じである。そして高木は，
「（通説は「一時的均衡条件」を示す（III-1）式を均衡条件とするのであ
るが）それは所与の部門構成が両部門蓄積率の相互制約関係と，その取りう
る範囲を規定する場合に意義のあるものである。しかし，それは，拡大再生
産の発展経路にまでわたる条件を示すものではないのである。」（Pl40)と
し，（III-3）式が「動態的均衡条件」を示すとする。
しかしこの（III-3）式の理解の仕方は前提された条件のもとでは同意で
きるが，（III-1）式を一時的なものとはいえ「均衡条件」を示すものと理
解するのは間違いである。高木はわれわれが明らかにしたようなマルクスの
均衡条件そのものの問題点は意識していない。彼が問題にするのは価値次元
での部門構成，生産手段部門と生活手段部門の価値次元での量的比率である。
その比率，同じ（１－１５）式から導かれ，表現が異なる（III-1），（III-
３）式を果して「一時的均衡条件上「動態的均衡条件」と定義する意義が
あるだろうか。
実は高木が定義する「一時的均衡条件」はなんの経済学的意味も持たない，
単なる（１－１５）式の書換えに過ぎない。（III-1）式も（III-3）式も同
じ（１－１５）式から導かれるのである。それがなぜ異なる形式となったか。
それは代入手続き，式の変形の手続きが違ったにすぎないのであり，そこに
意味の違いを見つけるのは間違いである。変形手続きを高木とは違うやり方
でもう一度繰返してみよう。
－７３－
X,【＝Ｃｌ[十'十Ｃ２【+1-の両辺をＸｌｔで割ると
Ｘ１ｌ＋１１=｡,x11…等ﾃﾞ’ (III-4）
ここで右辺第２項の分母分子に１，すなわち比【／X21を掛けると
x2t-1Ｘ２ｔＸ２ｔ＋’－１＋９２１－＝－● （III-5）ｘ'【xltＸ2１Ｑ【
これを（III-4）に代入して整理すれば
QF1呰｡'十鵲）
つまり「一時的均衡条件」が求まる。
これに対し（III-4）において分母分子にX21／X2tでなく,Ｘｌｔ÷】／Ｘｌｔ+lを
掛けると
X2t-1Ｘ２ｔ－ｌＸｌｌ＋1-1＋９，【＋１
Ｘ１ｌ￣Xlt＋ｌ－Ｘ１ｌ Ｑｔ+’ （III-6）
これを（IIl-3）に代入すると
Q(判-[竺厩{；筈）け
これは「動的均衡条件」である。結論の違いは（Ⅱ１－５）式の変形の際分
母分子にX2t／X2tを掛けたか,Ｘ1$~'／Ｘ11.1を掛けたかによって生じた。いっ
たいどちらの変形が妥当なのか。こうした違いは（III-5）式が恒等関係を
示すものであるなら算術的にはどうでも良いことである。つまり左辺右辺を
どう侭き換えてもかまわない。しかし経済的因果関係を考える時はそうはい
かない。
（III-1）式で示される「一時的均衡条件」をみれば判るとおり，この式
においては当期の部門構成Ｑが当期の成長率に規定されている。当期成長率
とは(X,【-1-Ｘｌｔ)/ＸＩ［であり，当期の部門榊成ＱｔとはＸｌｔ／ｘ２[であるから，
当期の生産量の部門比の決定関係が来期の生産ＸｌＨで表現されるのは妥当
ではない。当期の部門構成は当期の生産錘によって規定されるのであり，実
現してもいない来期生産量によって規定される筈もない。恒等関係における
－７４－
計算問題であれば，次期生産量と当期成長率が既知のとき当期部門構成は求
められ得るが，この計算は因果関係を明らかにするものではない。
つまり「一時的均衡条件」とは部門構成の決定関係を当期成長率他との単
なる恒等関係とみなし，その限りでは許される算術的な操作によって導出さ
れる部門構成値の計算式に過ぎず，経済的には無意味なものである｡それは
再生産を何等かの意味で規制するような関係を示すものではない。
これに対し，「動態的均衡条件」は次期部門瀞成が当期成長率によって規
定されることを前提し，そのうえで次期の均衡的部門構成が当期の第１部門
成長率と両部門の不変資本・産出高比率ａ（所与）で決ることが示されてい
る。もちろんこれは原式（III-2）から判るとおり，生産手段部門の需給一
致の条件式から求めたものである。マルクス型モデルでは生産手段部門の需
給一致は同時に生活手段部門の需給一致を意味する。だから均衡的部門構成
を逆に生活手段部門の需給一致条件式（X2t＝V1t+1＋Ｖ２【+'＋Mklt十Ｍk2[）
から求めることも可能である。
いま参考のために資本家の消溌をゼロとする単純化したモデル（ｘ２[＝
Ｗ+'＋Ｖ２【－１）でこの条件を求めると
（III-7）Ｑ〔+]＝１－／２（ｌ＋g2Ol，（ｌ＋92【）
いうまでもないことであるが，これは技術一定，したがってａ、ハが一定
であるという前提で語られている。
以上のように部門構成の連続的維持のための条件についての高木の理解に
は問題がある。両部門が連続的に均衡を維持するための条件は高木が述べた
ようにきわめて制約されたものである。この点は妥当な指摘である。しかし
通説は彼のいう「一時的均衡条件」を「均衡条件」としている訳ではないし，
マルクスの「均衡条件」は高木の「一時的均衡条件」と同じでもない。別稿
でも明らかにしたことであるが〔８〕，関係式の書換えは経済的因果関係を無
視して行なってはならない。
またここでいう「均衡」とはマルクス型モデルでの実に厳密な均衡であり，
そのような意味での均衡は現実には存在しないことが確認されなければなら
ない。そのような全部門について相手部門への売りと相手部門からの買いが
－７５－
一致するという均衡が存在しなくても現実の拡大再生産は進行することを忘
れてはならない。市場価格変動，在庫，弾力的生産（稼働率調整）が無政府
的生産を調整する。マルクス型の「均衡条件」の不実現は恐慌を意味しない。
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